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１ ．はじめに

札幌市の公共調達と、そこでの雇用、労働条
件に関するデータを整理する。２０２３年の統一地
方選挙をめがけて、公契約条例の制定に札幌市
議会が全会一致で賛同するような状況を作って
いきたいと考えている１。

２ ．�公共サービスの従事者問題と、議員・議
会が果たす役割

直営部分である公務員（非正規を含む）のほ
か、建設工事・委託業務・指定管理者など公共
民間部分をあわせた、公共サービスの従事者の
雇用・労働の改善には、使用者ならびに発注者
としての地方自治体（行政機構）の責任が問わ
れる。あわせて、地方議員・議会というアクタ
ーにも責任が問われよう。民間企業における労
働問題・労使関係と異なり、地方政府２では、
議員・議会の果たす役割が小さくないはずであ
るし、本来、そうでなければならないと考える。
ところが現状では、このテーマにかかわらず、
そもそも議員・議会に対する国民の側の不信感
が強い状況にある３。「議会基本条例」が全国
の半数近い自治体で制定された4のには、こう
した不信感の払拭という面も含まれているので
はないだろうか。
さて、この議会基本条例においては、地方分
権社会の到来の中で議会が果たす役割が増して
いる、という前提に立って、市長等の事務の執
行を監視・評価することや、議会もまた自ら、
市政の課題に対する調査・研究や政策立案・提
言を行うことなどが求められている、といった

内容が強調されているのではないだろうか（筆
者は札幌市議会のそれを参照）。もっともな意
見の表明であり、全面的に賛同する。議員・議
会には、立法権をもって、この公共サービスの
従事者問題にも政策立案・提言を求めたい。
同時に我々自身も、この分野における政策課
題を議員・議会に持ち込むことができているか
を自戒したい。総務省の調べ（「地方公共団体
の議会の議員及び長の所属党派別人員調等」）
によれば、都道府県議会と市区町村議会（指定
都市を含む）の議員数は、合計で ３万 ２千人を
超えるという（内訳は２,６4３人、２９,６０６人。２０２０
年１２月３１日現在）。従事者問題を含めて公共サ
ービスのあり方を適正化・強化するということ
は、公共の削減を進めてきた国の方針と対峙す
ることを意味する。議員・議会リストラをあお
るような風潮に対して、逆に、このテーマに関
心をもつ議員をつないで、地方から国を変える
ような共同、運動が求められているのではない
か。

３ ．札幌市の公共調達に関する基礎データ

さて、公契約条例の制定ないし公契約の適正
化の機運を高めるためには、公共民間労働に従
事する労働者の人数や基本的な労働条件を把握
したい。しかし、直営部分（公務員）のそれは
自治体によって把握されているものが使えるが、
公共民間部分の把握は容易ではない。自治体が
情報をほとんど持っていないし、そもそも、そ
のような情報を集める必要性が感じられていな
いようにも思われる。ゆえに独自調査も行いな
がら、現状把握が必要になるわけだが、①まず
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２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度
件数 契約金額 件数 契約金額 件数 契約金額

競争入札 １，２３４ ９１２．６４ １，１９９ ９３７．２０ １，２２１ １０１１．２９
一般競争入札（ＷＴＯ） １ ２５．５９ １ ２１．２０ １ ３７．４０
制限付一般競争入札 １，２３３ ８８７．０６ １，１９８ ９１６．００ １，２２０ ９７３．８９

一般案件 ８９７ ６１６．９９ ８７６ ６２９．８０ ８５６ ６０４．６０
成績重視型 １４６ １４９．３９ １２２ １３１．０８ １４８ １９７．８９
総合評価方式 １９０ １２０．６８ ２００ １５５．１２ ２１６ １７１．４１

随意契約 １８５ ２４．４４ １８０ ５７．７４ １２６ ３２．６４
見積合せ １３４ ３．６０ １１０ １．９０ ７９ ０．９９
特定 ５１ ２０．８４ ７０ ５５．８４ ４７ ３１．６５

合計 １，４１９ ９３７．０８ １，３７９ ９９４．９４ １，３４７ １０４３．９４
注 １ ：数字は、１１月３０日までに開札した案件を集計したもの。
注 ２：契約金額は、当初の契約金額を集計したもの。
注 ３：各数値ごとに四捨五入しているため、合計値が一致しないことがある。
注 ４：「一般案件」とは、制限付一般競争入札のうち、成績重視型及び総合評価方式を除いたもの。
注 ５：指名競争入札は、現在、札幌市では実施していないので欄を削除。
注 ６：�令和元年度に発注した詳細設計付工事の一般競争入札（ＷＴＯ）案件については、上記 １及び ２の集計対象に含んでいない

（「清田区里塚地区市街地復旧工事」・契約金額３，７０６百万円）
出所：札幌市提供資料より作成。

表 1 ― 1 　札幌市の工事の発注状況（201８～2020年度）� 単位：件、億円

２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度
件数 契約金額 件数 契約金額 件数 契約金額

競争入札 ５６６ ３７．０１ ５７１ ３７．１２ ５６５ ３３．０１
一般競争入札（ＷＴＯ） ０ ０．００ ０ ０．００ ０ ０．００
制限付一般競争入札 ５６６ ３７．０１ ５７１ ３７．１２ ５６５ ３３．０１

一般案件 ４９４ ３１．６４ ４５９ ３０．３６ ４２７ ２２．８６
成績重視型 ５４ ４．２５ ７４ ４．５７ ５８ ４．１５
総合評価方式 １８ １．１１ ３８ ２．１９ ８０ ６．００

随意契約 ２５８ １１．９０ ２６３ １０．０９ ２０９ １３．３０
見積合せ ５１ ０．４３ ５３ ０．３９ １８ ０．１３
特定 ２０７ １１．４７ ２１０ ９．７０ １９１ １３．１７

合計 ８２４ ４８．９１ ８３４ ４７．２１ ７７４ ４６．３１
出所：表 １ ― １ に同じ。注 １～注 ６も同じ。

表 1 ― 2 　札幌市の工事関連業務の発注状況（201８～2020年度） 単位：件、億円

２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度
件数 契約金額 件数 契約金額 件数 契約金額

合計 ２，３２０ ４１５．３４ ２，２４８ ４５６．４７ ２，１８５ ４６０．５１
出所：表 １ ― １ に同じ。

表 2　札幌市の役務の発注状況（201８～2020年度） 単位：件、億円

情報や、③自分たちで調べ上げた、この分野に
おける雇用・労働条件の情報を整理していこう。
本稿では、札幌市から２０２２年 １ 月に提供いた

は、公共調達の契約件数や契約金額を整理する
ことから始めよう。その上で、②自治体が把握
している、この分野における雇用・労働条件の
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だいたデータを、建設工事及び関連業務（表 １）、
役務（表 ２）、物品購入等（表 ３）、指定管理者
（表 4）の順番に整理した。
建設工事の金額には、建設資材の費用分も多
く含まれるとはいえ、合計で年に１,7００～
１,９００億円近くものお金が投じられていること
が分かる。公契約の適正化を通じて、ここで働
く人たちの労働条件が適正化されることの意義
や影響は大きい。
� （続く）
（かわむら　まさのり　北海学園大学教授）

１　本稿で行った作業は、川村雅則（２０１９）「公契
約条例に関する調査・研究（Ⅲ）」『北海学園大学
経済論集』第６7巻第 ２号を踏襲している。
２　議会の立法権を意識して、地方政府と呼ぶ。曽
我謙悟（２０１９）『日本の地方政府――１7００自治体
の実態と課題』中央公論新社を参照。
３　全国都道府県議会・市議会・町村議会の三議長

会が国民を対象に実施した、地方議会に関するア
ンケート調査結果が公表された。「どちらかと言
えば」まで含むと、「議員の人数は多すぎる」に
対しては５９．５％（そう思う２4．２％、どちらかと言
えば３５．３％）が、「議員の報酬は多額だ」には
６１．９％（２６．4％、３５．５％）が賛同したのに対して、

「議員は忙しい」は３１．4％（4．６％、２7．８％）に
とどまった、とのことである。『北海道新聞』朝
刊２０２２年 ２ 月 ３ 日付。
4　議会基本条例の全国の制定状況については、自
治体議会改革フォーラムと NPO法人公共政策研
究所という ２つの組織による調査結果が、一般財
団法人地方自治研究機構のウェブサイトで紹介さ
れている。同サイトでは、条例制定の背景も整理
されているのであわせて参照されたい。http://
www.rilg.or.jp/htdocs/index.html

２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度
件数 金額 件数 金額 件数 金額

製造業 ５６９ ２３．５７ ５４５ ２１．３７ ５４１ １７．６９
卸小売業 １５３４ ５４．２３ １２４９ ５４．７３ １１４７ ６７．６９
一般サービス ７ ０．１１ ９ ０．１０ ３ ０．０４
卸小売業（再生資源） １８２ １．４７ １５４ １．４０ １４２ １．５９
合計 ２２９２ ７９．３８ １９５７ ７７．６１ １８３３ ８７．０１
注：金額の指定日は２０２２年 １ 月 ７ 日、件数の指定日は２０２１年１２月２４日。
出所：表 １ ― １ に同じ。

表 3　札幌市の物品購入等の状況（201８～2020年度） 単位：件、億円

収入（決算。消費税込）
合計 指定管理業務収入 自主事業収入

小計 指定管理費 利用料金 扶助費・
措置費・
給付費・
運営費

その他

２０１８年度 ２９５．３７ ２５４．３６ １７１．１２ ４８．６０ ２１．６２ １３．０２ ４１．０１
２０１９年度 ３００．４６ ２６７．７５ １７５．３８ ５１．９８ ２１．１８ １９．２１ ３２．７１
２０２０年度 ２５９．２８ ２３９．５９ １８３．６５ ２５．８９ ２０．６０ ９．４５ １９．６９

注：札幌市では、指定管理者による管理運営が行われている施設数は、２０２１年 ４ 月 １ 日現在で４２０施設。
出所：表 １ ― １ に同じ。

表 4　札幌市の指定管理事業の状況（201８～2020年度） 単位：億円


